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ポスト・グローバル時代のデモクラシー　序説

村上信一郎

はじめに

　私たちは2011年4月から2年間の予定で「ポスト・グロ・一一一一…Sバリズムの時代の

デモクラシー」をテーマに学内共同研究班を組織し、共同研究を開始した。共

同研究班の当初のメンバーは村上信一郎（研究代表、国際関係学科）、村田邦

夫（国際関係学科）、大石高志（国際関係学科）、高橋一彦（ロシア学科）、お

よび松葉祥一（神戸市立看護大学）の5名であった。のちに論点が多岐にわた

ることが明らかとなり、田中敏彦（総合文化コース）、吉森義紀（本学名誉教

授）の両氏にも参加していただくことになった。ここに改めて謝意を表したい。

（1）デモクラシーへの憎悪

　私が、こうした共同研究を提案するきっかけとなったのは、松葉祥一の論文

集『哲学的なるものと政治的なるもの　開かれた現象学のために』（青土社、

2010年）を読んだことである。ジャック・ランシエール著『民主主義への憎悪』

（インスクリプト、2008年）の邦訳者であった松葉と私は、すでに同じテーマ

で2008－9年に学園都市共同研究プロジェクトを行っていた。どうして成熟し

た裕福な民主主義国においてデモクラシーの過剰や行き過ぎが糾弾されること

になり、デモクラシーにたいする憎悪と怨念が広がっていったのかを、それぞ

れ政治学と哲学の立場から考えていくことを、私たちは共通の課題とすること

にした。

　私は、松葉が紹介したランシエールの示唆を受けて、デモクラシーをギリシャ

語の語義どおり原点に立ち戻って、政治学のみならず哲学の問題としても考え

てみる必要を強く感じるようになっていた。ランシエールによれば、デモクラ

シーは、声なき人が声をあげ、とるに足らぬ人が権力を獲得していく過程であ

り、少数者が支配する社会秩序に抗しながら公的な領域を拡大していこうとす

る実践の過程である以上、社会的な不和が生じるのは不可避であり、それゆえ

にこそ政治がますます重要となっていくのである。松葉の言葉を借りると、哲

学的なるものと政治的なるものはますます深く交錯していくのである。そう私

も確信したのである。

　そこで私たちは、2011年10．月8日に岡山大学で開催される日本政治学会にお
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いて「政治的なるものと哲学的なるもの　川崎修のハンナ・アレント論を読む」

という分科会の企画を提案し、こうした問題についてアレント論をとおしてま

ず哲学的な観点から検討することにした。私が司会を務めて問題提起をし、松

葉が「政治的なものと哲学」という報告を行い、さらに宇野重規（東京大学）

には「政治的なるものと政治学の行方」という報告をしていただいて、川崎修

（立教大学）がそれに答えるという形で議論を展開した。

　今回の共同研究は、こうした私たちの議論を踏まえた上で、それまでの2人

の研究では十分に論じることができなかった問題について、共同研究という形

でさらに深めていきたいと考えたものである。いうまでもなく、まだ十分に議

論を尽くしたわけではない。そこで、以下、村上の個人的な試論という形で、

今後の議論の方向性を提示してみたいと考える。

　また本稿の文責はすべて村上にあるので予めお断りしておきたい。

（2）グローバリゼーション

　私たちが生きている同時代のデモクラシーを考えるうえで、どうしても避け

て通ることのできない重要なテーマはグローバリゼーションである。グローバ

ル化した資本主義や市場経済を語らずして今や哲学も政治学もありえない時代

に私たちは生きているといっても過言ではない。哲学や政治も同時代に生きる

人間にとって死活的な問題に切り込もうとする限り経済と切り離して考えるこ

とは不可能である。たしかに学問的な専門領域を越境することはきわめて困難

なことではある。だが、こうした困難な時代に学問的な専門性のルーティンに

固執し自閉することは思考停止でしかなく、じつは学問にとっても衰弱や頽廃

を意味するものに他ならない。

　ところで、IMF（国際通貨基金）はグローバリゼーションを、冷戦が終わ

り、市場経済が世界規模に拡大して生産の国際化が進むとともに、通信情報技

術の発展の追い風を受けて、資金や人や資源や技術などの生産要素が国境を越

えて移動し、貿易も拡大し、各国の経済も開放体制に移行し、世界経済が統合

化への進展をとげていく現象であると定義した。

　こうした時代の到来を大前研一は『ボーダーレス・ワーヲレド』（プレジデン

ト社、1990年）を著して手放しで礼讃した。ポスト・モダンの論者のなかにも

「大きな物語」が終わってポスト・コロニアルな越境する世界が始まったとし

て喜ぶ声があった。また文脈を大きく異にするがフランシス・フクヤマは『歴

史の終わり』（三笠書房、1992年）で自由民主主義の最終的な勝利宣言をして

いた。

　しかしフクヤマがすぐのちに『信なくば立たず』（三笠書房、1996年；原著
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Tr〃sl、1995年）や『大崩壊の時代』（早川書房、2000年；原著Tke　Grear

Dlsrasption、1999年）を著して当初の立場から変節したことによっても分かる

ように、じつはグローバリゼーションは最初から不安の眼で見られていた。金

融投機で巨富を得たジョージ・ソロスでさえもが『グルーバル資本主義の危機』

（日本経済新聞社、1999年）を著して強い懸念を表明していた。

　このような同時代人の参与観察型ともいえるグローバリズム批判は枚挙にい

とまがない。ジョン・グレイ『グu一バリズムという妄想』（日本経済新聞社、

1999年；原著。False　Dawn、1998年）、リチャ・一一一一…Sド・セネット『それでも新資本

主義についていくか』（ダイヤモンド社、1999年、原著The　Corrosion　of

Charactey、1998年、アンソニー・ギデンズ『暴走する世界』（ダイヤモンド社、

2001年、原著Runaway酩）〃砿1999年）、ジョゼフ・スティグリッツ『人間が

幸福になる経済とは何か』（徳間書店、2003年、原著The　Ronying　Nineties、

2003年）、ロバート・ライシュ『暴走する資本主義』（東洋経済新報社、2008年、

原著Smρercapilalism、2007年）は、その一例である。

　そうした批判にもかかわらず、グローバリズムに思想的論拠を与えた公共哲

学としての新自由主義の経済学に対する根底的で体系的な批判は生まれなかっ

た。フリードリヒ・フォン・ハイエクを教祖としミルトン・フリードマンを伝

道師とするシカゴ学派の主流派経済学に対するさまざまな立場からの批判はあっ

た。ケインズ学派、新制度学派、レギュラシオン学派、ネオ・マルクス学派等

の陣営から優秀な経済学者がマネタリスト・サプライサイド・エコノミ・一一一一…Sに対

して鋭い批判の矢を放った。だがシカゴ学派に代わる新たな主流派経済学が生

まれたわけではなかった。

　それゆえサッチャーとレーガンのもとで、すでに冷戦終結以前に始まってい

た自由化・規制緩和・民営化を3つの柱とする公共政策としての新自由主義は

まるでなにごともなかったかのように世界中を席巻することになった。

　福祉国家批判と小さな政府論がキイワードとなった。また変動為替相場制の

もとで外国通貨取引が急増する一・方、金融の自由化が進行して国際資本移動の

障壁も取り除かれていった。その結果、内橋克人のいう『悪夢のサイクル』

（文藝春秋、2006年）が世界各地を金融危機の嵐でなぎ倒しながらIMFによ

る構造調整政策の罠へと追い込んでいくことにもなった。

　いずれにせよ世界中の政府が程度こそ違え何らかの形で新自由主義政策を選

択したことによって国内市場は外国資本に開放されていくとともに、国家に対

する市場の優位が確立し、国内市場においてもグu一バル市場においても金融

経済が実物経済に対して圧倒的な優位に立つ時代が到来した。それによって生

じた尼大な余剰資本は実物経済に投資先を失って、株式や債券などの価格変動
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から生じるキャピタル・ゲインを求めて金融資本に向かい、水野和夫が萱野稔

人との共著『超マクロ展望　世界経済の真実』（集英社、2011年）でいう「金

融・電子空間」が実体経済を振り回すほどまでに膨れ上がった。ス・一一一一…Sザン・ス

トレンジのいう『カジノ資本主義』（岩波書店、1988年）は、文字通り『マッド・

マネー』（同、1999年）へと転化していったのである。

（3）ポスト・グローバリズムの時代

　2008年9月15日の月曜日は、世界大恐慌の幕開けを告げる1929年10．月24日の

暗い木曜日とともに、歴史に残る日付となった。この日、総資産6390億ドルを

保有するアメリカ合衆国第4位の証券会社（正確には投資銀行）であるリーマ

ン・ブラザーズが連邦破産法第11条の適用を申請すると発表して、事実上倒産

した。負債総額は6130億ドル（63兆8000億円）に上った。1850年に創業され、

世界大恐慌の嵐も潜り抜け、世界30力国に2万9000人もの従業員を擁iする巨大

な多国籍金融機関となった優良証券会社が、住宅バブルの崩壊とサブプライム・

ロ・一一一一…Sン危機のあおりを受け、財務省や連邦準備制度理事会にも見離されてつい

に経営破綻に陥った。ニューヨーク株式取引所ではダウ工業平均株価の終値は

前週末と比べて504．48ドルも安い10917．51ドルにまで暴落した。

　こうした非常事態を受けて、9月19日、ヘンリー・ポールソン財務長官は1

千億ドル規模の公的資金の投入を表明した。全米第1位の証券会社ゴールドマ

ン・サックスのCEOを経て2006年に共和党のブッシュ大統領に仕える財務長

官となった筋金入りの新自由主義的な市場原理主義者が、大恐慌以来史上最大

規模の国家救済策を講じざるをえないところにまで追い込まれたのである。ポー

ルソンは連邦政府が保有する国家資金すなわち国民の血税を利用して、ついこ

のあいだまで世界に君臨し我が世の春を謳歌していた「ウォーヲレ街」の仲間た

ちを事実上の「国有化」をとおして選択的に救済するという自己矛盾にみちた

破廉恥極まりない尻拭い役を果たすことになった。彼も「ワシントン・コンセ

ンサス」の一員として「回転ドア」をくぐり抜けてきた連帯責任を負うべきイ

ンサイダーの一人だった。彼らが軽蔑して止まない途上国に典型的な「クロー

ニー資本主義」と何ひとつ変わらぬ米国資本主義の実像が見事なまでに暴露さ

れたのである。

　2008年秋の世界金融恐慌は、グロー一バリゼーションがじつは何を意味してい

たのかを、はっきりと示すことになった。その批判者たちが異口同音に表明し

ていた懸念を一気に現実のものとした。それも浜矩子のいう『死に至る地球経

済』（岩波書店、2010年）という最悪の形で示されるものとなった。世界大恐

慌の歴史からも明らかなように、それは大地震のように破局的な一瞬で終わる
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災難ではない。ニュー・ディール政策が実施されていた最中にも危機は再燃し、

アメリカが恐慌を脱出するのは第二次世界大戦の勃発を待たなければならなかっ

た。世界がすでに恐慌の渦中にあり、その恐慌が無間地獄のように世界の各地

を次々と不況の嵐のなかに巻き込んでいることは有田哲文のレポート『ユm

連鎖危機』（朝日新聞出版、2011年）などからも明らかである。

　2008年9月15日のリーマン・ショック以降、グローバリゼーションははっき

りと否定的な含意を持つ概念となった。グローバリゼーションを導いてきた新

自由主義が事実において自己矛盾を来してしまったからだ。市場の失敗を国家

が救済せざるをえないことになった。水野和夫が『人々はなぜグローバル経済

の本質を見誤るのか』（日本経済新聞出版社、2007年）で、すでに破綻を予言

していたように、グローバリゼーションの本質は「資本の反革命」であり「バ

ブルの物語」であった。

　それは格差の拡大と中産階級の崩壊を必然的にもたらすものでもあった。今

やグローバリゼーションが進めばいずれは地球上のすべての人々に恩恵をもた

らすというトリックル・ダウンの能天気な神話を信じる者など一・人もいない。

中野剛志の『自由貿易の罠』（青土社、2009年）やエマヌエル・トッドの『自

由貿易は、民主主義を滅ぼす』（藤原書店、20io年）が指摘するように、むし

ろその弊害の方が顕著な形で露呈するにいたっている。

　私たちが直面するそれ以上に困難な問題は、これほどまでに巨大化し非人間

化したまま暴走する自動運動機械のようになってしまったグローバル資本主義

市場経済を再び制御することは可能かという問題である。スーザン・ストレン

ジの『国家の退場』（岩波書店、1998年、原著ig96年）やダニエル・ヤーギン

とジョゼフ・スタニスローの『市場対国家』（目本経済新聞社、1998年、原著

The　Commanding　Heigkts、1998年）がいったように、すでに多くの国々で国家

主権は大きく制約され市場経済に介入する財政的能力も著しく低下している。

他方、先進首脳国会議G8の失敗が示すように、アメリカを中心とする覇権安

定論はもはや現実性を失って、それに代わる相互依存論に依拠した平和的なグ

ローバル・ガバナンスの構築も中国を初めとする新興国の台頭によって不可能

な夢となって消えてしまった。

　まさにファリード・ザカリアのいう『アメリカ後の世界』（徳間書店、2008

年）となってしまった。しかしG8が経済成長著しい新興国をまじえてG20に

拡大されたからといって問題解決の糸口が見えたわけではまったくない。金融

危機、財政危機、地球環境問題、安全保障問題など何一つ解決されていない。

　ダニ・ロドリックによれば、ハイパーグロ・一一一一…Sバリゼーション・国民国家・民

主主義政治はトリレンマに陥っているという。その3つを同時に達成すること
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はできない。いいかえると世界経済におけるグローバリゼ・一一一一…Sションの過度の進

展は、国民国家と民主主義政治を殿損することになるというのだ（Dani
Rodrik，　The　Globalinalion　Paradox，　Norton，　New　York　2011，　pp．200－214）。

　したがって私たちはすでにグローバリゼーションをどうすれば制御できるの

かという段階に達しているのだ。グローバリゼ・…一一一・…ションをどんどん進めていけ

ばよいという時代は終わった。その後はどうすればよいのかという時代となっ

た。むしろグローバリゼーションの行き過ぎをどうすれば制御し抑止できるの

かという難問を解かなければならない時代に生きているのだ。そのような意味

において私はポスト・グローバリズムの時代と呼んでいるのである。

（4）経済のグローバル化と犯罪

　先述したストレンジの『国家の退場』では、グローバリゼーションによる国

家の権威の衰退を論じたあと、国家を越える権威についての経験的証拠として、

周知の超国家的な多国籍企業だけではなく、組織犯罪を挙げていた（第8章）。

両者はともに国境を越える活動を拡大し、世界の社会や経済におけるそれらの

権威は政府の権威に匹敵するものとなると同時に、それを侵食するものとなっ

ているというのだ。

　コーザ・ノストラのようなシチリアに起源をもつローカルな犯罪組織は、他

の犯罪組織とのグU一バルなネットワークを構築することにより、違法な闇の

市場を駆使して巨額の収益を獲得するとともに、タックス・ヘイブンやオフ・

ショア・センターといったグレー・ゾーンを経由したマネー・ロンダリングに

よって出自を隠蔽した巨額の投資資金をグローバル金融市場で運用するように

なっていた。その過程で通常の合法的な経済活動を行う企業や金融機関とも深

く結びつくばかりか、武器輸出などを通じてテロリストやゲリラのグループと

結びつくこともあった。また犯罪組織が腐敗した政治家や官僚や企業家と癒着

することにより国家組織を侵食することも稀ではなかった。

　イタリアのナポリで1979年に生まれたロベルト・サビアーノが命の危険を賭

して取材したルポルタージュ『死都ゴモラ』（河出書房新社、2008年、原著

Gomoyya、2006年）は42力国で翻訳され、2008年には映画化されてカンヌ映画

祭でグランプリを受賞した。本書の主題はナポリとその周辺地域で群雄割拠し

つつ不断に熾烈な抗争を今も繰り返している暴力組織カモップ（camorra）で

ある。

　旧ナポリ王国（両シチリア王国）の獄中で19世紀初頭に囚人の徒党として獄

中で生まれたカモップは一・匹狼てきで自己顕示欲の強いボスたちが覇権闘争を

繰り返してきたため、シチリア・マフィアすなわちコーザ・ノストラ（Cosa
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Nostra）のように秘密結社的連合体を組織して厳格な統制と忠誠に基づく安定

した秩序を作りだすことができなかった。また今ではもはや伝説でしかないが、

シチリア・マフィアが誇りとしてきた「名誉」（onore）の観念という最低限の

倫理規範すらなかったために、かつて「名誉の男」を自称したマフィアなら絶

対に手を出さない売春や麻薬にも当初から手を染め、刑事罰が課せられない未

成年（14歳未満）の少年少女まで売人や運び屋や売春婦として平然と犯罪組織

に巻き込んでいくという厄介な特徴を持っていた。

　本書によると、ミラノの最高級ブランド・ブティックの商品はじつはラスベ

ガスと呼ばれているナポリ近郊の殺風景な近郊都市に点在する倉庫のような無

認可工場で製造されているという。工場主も家族ともども10人たちの女工と一

緒に昼夜2交代で働く。労働法制も社会保険もなく、納税も論外だ。こうした

違法零細企業主への融資はカモッラのボスが行う。女工もボスから住宅ローン

を借金して家を建てる。もちろん建築確認もない違法建築である。

　このようにして地域経済はカモップが仕切る闇の経済市場に支配されていく。

他方、潤沢な資金力を誇るボスはポスト・フォーディズムの時代に即応して企

業家に変身しグローバルな展開を遂げていく。セコンディリアーノというナポ

リ北方の小都市のボスは、ハンブルグ、マドリード、ブリュッセル、ロンドン、

ニューヨーク、リオデジャネイロ、シドニーなどにブティックやオフィスを構

え、ときにはそれらの地域のジーンズ市場を独占したこともあった。また、そ

れらの店では偽ブランド商品や中国製の偽ブランド・ハイテク商品まで売られ

ていた。「ベルリンの壁」崩壊後はチェコでも莫大な投資をしたという。

　だがカモッラの最大の資金源が麻薬や覚せい剤であることに変わりはない。

ナポリ近郊の小都市の街頭で白昼堂々と繰り広げられる麻薬の密売は時計のよ

うに正確なメカニズムを持つという。そこに行けば麻薬患者のあらゆるニーズ

に応じた多種多様な麻薬が品質保証付きの「適正な」価格で入手できる。見張

り人を巧みに配置して売人のみならず購入者をも官憲による逮捕から保護する。

さらに旺盛な企業家精神を発揮し、麻薬市場を自由化して売人の才覚と価格競

争に委ねることで低価格化つまり大衆消費化を図ったり、コカイン投資を証券

化して一般投資家に購入可能なものとしたりもした。こうして一つのファミリー

だけでも3億ユーロの年収があったという。しかも10以上のファミリーが麻薬

市場で競い合っていたのである。

　サヴィアーノは、カモッラのエートスは最も極端な新自由主義だという。利

潤の極大化と競争原理がすべてであり、自分自身が目的で、それ以外のすべて

は利用すべき手段でしかない。あらゆることを犠牲にしてでも経済を支配する。

経済的勝利は命よりも大切なものだ。
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　失業率50％を越える地域で育ち、殺人による死体を見慣れた少年たちは、地

道に働く給与生活者や貧相な年金生活者を軽蔑し、抗争事件で若死にしてもか

まわないから、早く組員となって拳銃を手に入れ、ピッツェリアやスーパーマー

ケットの店主が恐れて金を支払えといわなくなるような生活にあこがれるとい

う。そうなれば、将来は工場や店を持つこともできるし、女も車も手に入れる

ことができると考えているのだ。どうせ死ぬなら、殺されるかもしれないが、

そんな人生の方が潔くてよいと思っている。これがグローバル時代に生きるカ

モッラの倫理と資本主義の精神だったのである。

　そこで時代はさかのぼるが、フレデリックL．アレンが『オンリー・イエス

タデー』（筑摩書房、1993年、原著1931年）で生々しく描写した大恐慌に突入

していく1920年代の狂騒的なジャズ・エイジのアメリカの話をしてみたい。F．

スコット・フィッツジェラルドの『グレート・ギャッツビ・…一一一・…』（村上春樹訳、

中央公論新社、2006年、原著1925年）が造形したうら若き大富豪ジェイ・ギャッ

ツビーはそうした時代を象徴する寵児であった。ニューヨーク郊外ロング・ア

イランドにある海辺の高級住宅地の豪壮な邸宅では週末ごとに男女が集まり乱

痴気騒ぎが繰り返される。この小説では、オックスフォード大学を出たと自称

するギャッツビーことジェームズ・ギャッツの生業の秘密を示唆する人物とし

てマイヤー・ウルシャイムなる面妖なユダヤ人が登場する。1919年のワールド・

シリーズで八百長を仕組んだ張本人だというのだ。

　じつはこれは史実に則っている。実在の人物がモデルなのである。すなわち

アーノルド・ロスタイン（1882－1928年）である。シカゴ・ホワイト・ソック

スを買収し八百長試合をさせてわざと負けさせることで野球賭博から莫大な利

益を得た。これが世に言うブラック・ソックス・スキャンダルである。ロスタ

インはig20年に禁酒法が施行されると誰よりも早くビッグ・チャンスの到来と

みて、たくさんのスピークイv－一一一・whSジー（もぐり酒場）を支配下に収めた。こうし

てカジノ、競馬・野球賭博、酒類密造・密売、麻薬売買などを牛耳るようにな

り若くして闇世界の帝王として君臨した。マンハッタンの目抜き通りにオフィ

スを構え、暴力団抗争の調停役としても信望を集め、粗暴なチンピラにも身な

りを整えることを教えるなど、組織犯罪のブルジョワ化にも貢献したことから、

ユダヤ人ギャング界のモーゼと呼ばれるまでとなった。だが射殺されることで

46年の生涯を閉じた。

　私が『グレート・ギャッツビ・一一一一…S』の登場人物マイヤー・ウルフシャルムがアー

ノルド・ロススタインをモデルとしていることを知ったのは、ダニエル・ベル

の『イデオロギーの終焉』によってである。ただし1969年の東京創元社版の邦

訳では、それに言及した第H部はなぜか完全に削除されている。私は削除され
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た第H部のなかでも第7章「アメリカ的生活様式としての犯罪：社会的流動性

のいかがわしい階段」がとくに重要だと考えている（“Crime　as　an　American

way　of　Life：AQueer　Ladder　of　social　Mobility，”in　Daniel　Bell，　Tke　End　Of

ldeology，　Harvard　University　Press，　Cambridge（MA）1960）。なぜならば強欲

（greed）と偽善（hypocrisy）に苛まれている今日のアメリカ資本主義社会の惨

憺たる状況を目の当たりにするにつけ、これが今なお再読に値する最良のアメ

リカ社会論の一つだと考えるからである。

　ベルは、アメリカが日曜日に労働・営業・飲酒・娯楽などを禁じるピューリ

タン的な安息法（biue　laWS）を課するという過剰なまでに道徳主義的な国で

ありながら、どうして政治腐敗や組織犯罪が絶えることのない強欲と偽善に満

ち溢れた「何でもあり」（Everything　goes）の国なのかを問おうとした。

　中流階級に成り上がったビジネスマンならば安息日に教会に通うことで自ら

の強欲を道徳的に合理化することができる。その一・方で、いまだに西部劇のハ

ンターやガンマンが英雄としてもてはやされ、狼雑なスラム街や大都会のアス

ファルト・ジャングルでは新参者のギャングたちが拳銃を手にして法や道徳に

挑戦しながら命を賭けた戦闘を繰り広げる。彼らもアメリカ人好みの自力で社

会の階段を上ろうとするある種のヒーローなのだ。ゆすりや恐喝も違法であり

歪んだものだが新移民たちがアメリカ社会を上昇していくための階段のステッ

プなのだとベルはいう。

　ベルはロスタインをギャッツビー・モデルの典型だとする。組織犯罪を安定

した産業形態をもつ企業にまで転換し、その制度化を成し遂げたからである。

アメリカ資本主義の歩みと同様に、犯罪も生産から消費に力点を移していく。

禁酒法が1933年に廃止されるとギャンブルをとおして直接市民を搾取する方法

をとるようになる。ギャンブルが中産階級の日常的な娯楽となり一大国民産業

となったからだ。しかしギャンブルからあがる莫大な収益に対する警察や司法

当局や税務当局の追及の手から逃れるためには政治家の庇護が不可欠となる。

その結果政治家との癒着がますます深まっていく。それどころか組織犯罪のボ

スが政治権力を掌握することさえ生じる。このようにして、フランク・コステ

ロことイタリア南部カラーブリア生まれのフランチェスコ・カスティーリア

（1891－1973年）のようにアメリカ・マフィア組織のトップでありながらニュー

ヨークの民主党・都市行政権力（Tammany　Hali）を実効支配する闇世界の総

理大臣（prime　minister　of　the　underworld）が生まれることにもなったのであ

る。

　私はなぜこのような話を強調するのか。グローバル経済の闇をなすタックス・

ヘイブンが組織犯罪と密接な関係をもっていたからである。
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（5）タックス・ヘイブン

　現在のバハマはイギリス女王を君主とし総督をその代理人とする英連邦に属

する立憲君主制の独立国である。だが、まだ英領植民地だったカリブ海のバハ

マにオフショア・システムを作ることを考えたのは、先述したロススタインの

死後その組織を引き継いだのちラッキー・ルチアーノの右腕として活躍したユ

ダヤ系ロシア人のマイヤー・ランスキーだった（映画『ゴッド・ファーザー

Part　H』のハイマン・ロスのモデルといわれている）。彼は頭の切れるマフィ

アの大物で1983年に死去するまであらゆる刑事訴訟に勝利した。1932年にはス

イスに預金口座を開き、ローンバックの手法を完成させた。アメリカからダイ

ヤや無記名証券な銀行小切手などに変えたりして持ちだしてスイスの秘密口座

に隠匿し、それをアメリカ国内のギャング組織に貸し付けた。

　ランスキーは1937年にはアメリカの税務当局の手が届かないキュ・一一一一・whSバでカジ

ノを開き、ギャンブル、競馬、麻薬の王国を築く。そこはマフィアのためのオ

フ・ショア・マネーロンダリング・センタ・一一一一…Sとなった。だが1959年のフィデル・

カストロによるキューバ革命で王国は崩壊する。マイアミに移ったランスキー

はキューバに代わる拠点を探そうとした。アメリカから近くギャンブラーが自

由に往来でき容易に買収できる独裁者が君臨することで政治的に安定した小さ

な国が望ましかった。かつてイギリスから南部連合の奴隷州に銃を密輸出する

ための中継地だったバハマは少数の腐敗した白人商人によって支配されていた。

1961年からランスキーはこの地で大規模な活動を開始し、南北アメリカのダー

ティ・マネーが集まる第一・級の守秘法域（secrecy　jurisdiction）を築いたので

ある。だがイギリス本国植民地省は何の対策もとらなかった。

　バハマもig73年に黒人が支配する完全な独立国となる。そのためバハマに集

まっていたダーティ・マネーはすぐ隣の人口わずか1万人のイギリス領ケイマ

ン諸島に流れ込んでいった。まだ舗装道路は一本、銀行も一つ、電話回線も敷

設されていない島々だった。イギリスの大蔵省内国歳入庁の収税官はケイマン

諸島がタックス・ヘイブンとなることに反対した。だがイングランド銀行は、

すでにイギリス本土とアイルランドと王室属領のみに縮小されたポンド圏の外

への資本移動は厳しく規制したが、ポンドとは別に新通貨ケイマン・ドルの発

行によってポンド圏の安定が維持される限りは、カリブ海に新たなタックス・

ヘイブンが生まれることをむしろ歓迎した。

　じつはイングランド銀行のみならずイギリスのタックス・ヘイブンに対する

姿勢は今でも基本的には何一・つ代わっていないといわれている。その一例がジャー

ジー（Jersey）である。英仏海峡のフランスよりに位置するジャージー諸島は、
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エリザベス女王を君主とするイギリス王室属領（Crown　dependencies）である

のに、イギリス国内法によって連合王国（United　Kingdom）には帰属しない代

官管轄区（Bailiwick）である。女王代理を副総督が務めるが象徴的なものであ

り、イギリス政府の支配する植民地ではなく一院制議会や独自の法制度と独自

通貨ジャージー・ポンドを備えた高度な自治権を持っている。それにもかかわ

らずイギリスはジャージーが欧州共同体（EC）に組み込まれないよう最大限

努力した。

　このようにイギリスとのあいだに著しく曖昧な関係を有する人口わずか9万

人のジャージー代官管轄区には50もの銀行が集まり、これがイギリスの最も重

要なオフ・ショア・センターであり、世界中からここに集められたダーティ・

マネーをも含むあらゆる種類のマネーがロンドンのシティーに送られているこ

とは公然の秘密だった。

　以上の記述は、ニコラス・シャクソンの『タックス・ヘイブンの闇：世界の

富は盗まれている』（朝日新聞出版、2012年、原著Treaseere　ls　lands、2011年）

によるものである。

　本書は次のような事実を告げている。「世界の貿易取引の半分以上が少なく

とも書類上はタックス・ヘイブンを経由している。すべての銀行資産の半分以

上、および多国籍企業の海外直接投資の3分の1がオフショア経由で送金され

ている。国際的な銀行業務や債券発行業務の約85％がいわゆるユーロ市場

国家の枠外のオフショア・ゾーン　　で行われている。IMF（国際通貨基金）

は2010年にケイマン諸島などの島々にある金融センターだけでバランスシート

（貸借対照表）の合計額は18兆ドル　　世界の総生産の約3分の1に相当する

額　　にのぼると推定した。（…）アメリカ会計検査院は2008年にアメリカ大

手100社のうち83社がタックス・ヘイブンに子会社を持っていると報告した。

［Tax　Justice　Networkの調査では］ヨーロッパの大手100社のうち99社がオフ

ショアの子会社を使っていることが判明した。どの国でも、こうした子会社を

最も多く使っているのはダントツで銀行だった」。

　「多国籍企業がオフショアを利用して税金をゼロにするのは、政府が対抗措

置をとるのでたいてい容易ではないかが、これは政府が負けるに決まっている

戦いだ。イギリス会計検査院が2007年に行った調査によると、イギリスの大手

700社の3分のiが、金融ブームに沸いた前年度にイギリスではまったく税金

を払わなかった。『エコノミスト』誌は1999年に、独自の調査に基づいて、ル

バート・マードックの肥大化したNews　Corporationに適用されている税率は

わずか6％だと推定した。このような移転価格操作（transfer　mispricing）がで

きることが、多国籍企業がそうした形をとっている最も重要な理由のひとつで
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あり、より小規模な競争相手より通常速いペースで成長する理由の一・つである」。

　「市場は契約の両当事者が等しく情報にアクセスできるとき最もうまく機能

するとされている。オフショア・システムは透明性に直接かつ強烈に不利に働

く。オフショアの守秘性（secrecy）は情報を管理する力　　および情報から生

まれる力　　を決定的にインサイダーのほうに移行させる。インサイダーは一

番おいしいところを自分のものにし、コストは社会の他の人々に押しつける」。

　シャクソンによると、世界にはおよそ60もの守秘法域（secrecy　jurisdiction）

がある。第一・はスイス、ルクセンブルク、オランダ、ベルギー、オーストリア

などである。第二はロンドンのシティーを中心とする大英帝国の遺産ともいえ

る三層構造を持ったハブ・アンド・スポーク型ネットワークで、先述したジャー

ジーやケイマン諸島もこれに含まれる。巨大な植民地を失ったイギリスは大英

帝国が遺した莫大な資産を保持するために国策としてタックス・ヘイブンの構

築を推進した。第三はアメリカで、これも三層構造を持つ。連邦レベルでは外

国投資をオフショア形式で呼び込むために各種の免税措置や秘密保持規定を設

けている。さらに州レベルでは、デラウェア州がよく知られている。人口7万

人の州都ウィルミントンのノース・オレンジ通1209番地に建っ低層ビルのオフィ

スには全部で21万7千もの企業が入っているという。法律上はフォード、GM、

コカ・コーラ、ケンタッキー・フライド・チキン、インテル、グーグル、アッ

プル、ウォル・マート、バンク・オヴ・アメリカ、JPモーガン、テキサス・

インスツルメンツなどの登記地なのである（“How　Delaware　Thrives　as　a

Corporate　Tax　Heaven，”　The　New　y加ん7㌘εぷ，　June　30，2012；“How　Apple

Sidesteps　Billions　in　Taxes，“The　New　York　Times，　April　28，2012）。そして、

その三層目にはアメリカ領ヴァージン諸島やマーシャル諸島のようなオフショ

アのサテライトもある。

　しかしシャクソンはこうも述べている。「世界の最も重要なタックス・ヘイ

ブンは、多くの人々が思っているようなヤシの木に囲まれたエキゾチックな島々

ではなく、世界の最も強力な国々だ」。島は島でもそれはマンハッタンだとい

うのである。そして世界で二番目に重要なタックス・ヘイブンも島にある。そ

れはロンドンである。つまり大ブリテン島にある。

　彼も加わっているTax　Justice　Networkの2005年の推定によると、富裕な個

人がオフショアに保有する資産はi1兆5千億ドル、世界の富の総額の約4分の

1に相当し、アメリカのGDP総額に匹敵する。それが稼ぎ出す所得にかかる

税金だけで約2500億ドルに達する。これは途上国の貧困対策援助予算の2倍か

ら3倍になるという。

　オフショア・システムが世界金融を腐敗させている。「信頼（trust）は健全な
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経済システムの重要な要素だが、信頼を損なうのにオフショア・システムほど

効果的なものはない。エンロン、詐欺師のバーニー・マドブの企業帝国、ロン

グ・ターム・キャピタル・マネジメント、リ・一一一一…Sマン・ブラザーズ、AIGなど

金融のペテンを行った大手企業の多くがオフショアにあれほど深く関わってい

たのは決して偶然ではない。マネーが消えてなくなるまで企業の真の財務ポジ

ションを誰も把握できない状況では、ペテンがはびこる。タックス・ヘイブン

は、最も富裕な市民が課税や金融規制を逃れ続ける手助けをすることで、われ

われの努力を　　混乱のコストを支払う努力と混乱を整理する努力の両方を一

　台無しにするのである。オフショアは、厳密に言うと金融危機を引き起こし

たわけではない。金融危機が発生する環境を生み出したのだ」。

（6）高頻度取引とインサイダー取引

　経済アナリストの朝倉慶によると、ゴーヲレドマン・サックスなどの大手ヘッ

ジファンドは膨大な資金を投下して超高速コンピューターを導入している。今

ではニューヨーク株式取引所の7割は超高速コンピュ・一一一一・whSタ・一一一一・whSによるものだとい

う（朝倉慶「第4章　懲りない強欲資本主義、CAT債、フラッシュ・オーダー

などのまやかし」船井幸雄・朝倉慶『すでに世界は恐慌に突入した』ビジネス

社、2009年。本書は陰謀論に基づいて著されたものであり結論も荒唐無稽であ

る。だが第4章の情報は株式取引の現状を知るうえで重要なものと考える）。

　東京証券取引所が2010年1月4日に導入した「アロウヘッド」（Arrowhead）

と呼ばれる次世代株式取引システムは、0．03秒の高速取引（Fiash　Order）で注

文が処理できる。さらにゴールドマン・サックスのようなヘッジファンドが最

近導入した超高速コンピューターならば0．0004秒で注文の処理が可能となる。

こうした高速コンピューター・システムによる取引を一般に高頻度取引（high

freqlsency　trading）という。こうした高速コンピューター・システムを用いる

ならば一般投資家の注文状況をいち早く知ることが可能となる。そして一般投

資家の動向を事前に知ることができるならば確実な儲けを生み出す機会が市場

には山のようにある。なぜならば、こうした個々の機会を見逃さないよう瞬時

に取引できるように超高速コンピューターにセットしておいて、瞬時に売り物

を買い取り、瞬時に上限の値段を計算し、瞬時に売りを出すという売り買いの

注文を、一秒間に何千回となく繰り返すのである。個々の取引の利幅が小さく

ても頻度が高ければ累積された利益は巨額なものとなる。

　高速コンピューターを用いたアルゴリズム取引では大口注文でもコンピュー

ターが自動的に小口にわけて一・日がかりで効率よく細かく売買するようにセッ

トされている。例えば同じ1万株の注文でも100株単位で100回に分けて執行さ
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れる。だから一・日の取引額は天文学的な注文数量となる。それゆえ証券監視委

員会などの監督機関は、こうした取引が公正なものか否かを調べようとしても

物理的に不可能となる。株式取引においては人間によるチェック機能が事実上

働かない世界が出現しているのだ。今やコンピューター・ロボットが人間の手

を離れて24時間休むことなく世界中で自動売買を続けている。高速コンピュー

ターによる1万分の4秒の世界にもはや人間の入る隙はない。その中身はブラッ

ク・ボックスだった。だが2009年7．月にゴールドマン・サックス独自のコンピュー

タv－一一一・whS・プログラムを盗んだとして元社員が逮捕されたことにより高頻度取引が

一気に世間の注目を集めることになった（“High－frequency　trading：Rise　of　the

Machines，”The　Economist，　Augus杜st，2009）。

　2008年9月のリーマン・ショックで地べたにたたき落とされたはずのゴール

ドマン・サックスなどアメリカの投資証券会社は、超高速コンピューターのロ

ボット・システムを導入したことにより、驚異的な業績の回復を見ることになっ

たのである。

　すでに証券取引市場や先物取引市場はコンピュータ・一一一一…Sの主戦場であり、ロボッ

トの戦いになりつつある。今やヘッジファンドの大物たちの多くはコンピュー

ター・サイエンスや数学・物理学の出身者である。もはや彼らにはウォール街

の金融専門家の経験的知識やエコノミストの予測には関心がない。経済学にも

政治学にも国際関係論にも人類学にも哲学にも興味を示さない。ただひたすら

コンピュ・一一一一…Sタ・一一一一…S・ゲ・一一一一…Sムのなかでの必勝法を模索しているにすぎないのである。

　それを象徴しているのがジェームズ・シモンズ（1938年生まれ）が1982年に

創設したヘッジファンド「ルネサンス・テクノロジー」である。シモンズはカ

リフォルニア州立大学バークレー校で数学の博士号を取得後、ハーヴァード大

学やMITで教鞭をとり、1976年には栄誉あるアメリカ数学協会オズワルド・

ヴェブレン幾何学賞を受賞した数学者だった。それが突然ヘッジファンドに転

身した。数学の知識を駆使しながら過去の膨大なデータを検証して相場必勝の

コンピュータ・一一一一…S・プログラムを開発した。そして今では全員が数学や物理学の

博士号をもつ275人の専門家集団を擁して150億ドルの資産を有する世界最強の

ヘッジファンドを築き上げた。彼自身は2009年に引退したが、100％自動取引

のロボット・トレーディングにより1989年から今日まで毎年35％という驚異的

な収益率を維持しつづけてきているのである。

　では超高速コンピュータ・一一一一…Sによって自動化された高頻度取引の時代に人間は

もはや太刀打ちすることはできなくなったのであろうか。そうではない。もっ

とも人間的ともいえるもっとも簡単な方法がある。それはインサイダ・一一一一…S取引で

ある。2012年になって発覚した日本のインサイダー取引を列挙してみよう。3
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月21日野村証券（国際石油開発帝石株）、4月13日SMBC日興証券（三井住

友FG株，相鉄HD株）、5月29日野村証券（みずほFG株）、5．月29日Jpモ

ルガン証券（日本板硝子株）、6月8日野村証券（東京電力株）、6月25日SM

BC日興証券（バンテック株）、6月29日大和証券（目本板硝子株）。

　これについて日本経済新聞の社説「証券会社の規律が問われる」（2012年5

月31日）では次のように記されている。「特定の投資家が利益を得るインサイ

ダー取引は株式市場の公正さを損なう。相次ぐ摘発は不正が広く恒常的になさ

れていたのではないかと疑わせる。監視委は海外の投資家を含め、徹底的に調

査を進めてほしい。さらに調査と並行して、インサイダー取引が起きる背景に

も目を向け、不正を防止する対策を考える必要がある。増資インサイダー取引

は証券会社からの情報を悪用している。増資の日程や価格などを決める主幹事

証券は、未公開情報を厳しく管理する責任がある。証券会社は増資業務を担う

投資銀行部門と、投資家に株式売買を勧める営業部門の問の情報交換を制限す

るよう求められている。それにもかかわらず、旧中央三井アセット信託のイン

サイダー取引では野村証券の営業担当者が情報を伝えた。あすかアセットの運

用担当者はJPモルガン証券から増資の情報を知った。証券会社は公正な取引

を担う市場参加者として、規律ある行動が求められる。その責任を自覚し、情

報管理や営業体制が一部の投資家を利するようになっていないかどうか、再点

検すべきだ。増資に関連しないインサイダー取引を含め、現在は株価に影響す

る重要情報を伝えただけで罰せられることはない。情報提供者は不正に加担し

ている意識に乏しく、未公開情報を不用意に漏らしやすいとの指摘もある。一

連の増資インサイダー問題をきっかけに、情報提供も罰則対象に加えるなど、

不正を断つための実効性ある規則を考えたい」。

　あまりにも人間的であまりにも簡単な方法である。企業の公募増資に関連し

た未公開情報をもとにした株の売買で運用会社に儲けさせ、見返りに増資の引

受先になってもらう。そうすれば増資も順調に運んで売買手数料も入ってくる。

しかも情報を伝えただけでは罰せられることはない。莫大な資金を投じて高速

コンピューターを購入しなくても身近に有力な人脈さえあれば簡単に情報が手

に入って利益がころがりこんでくる。こんなうまい話があるならば、それを使

わない手はない。エコノミストのもっともらしい景況判断など全く必要がなり。

日本の3大証券会社でインサイダー取引が発覚したということは、こうしたモ

ラルハザードが想像以上に証券業界のみならず経済界にまで浸透していること

を示唆するものである。

　金融庁のインサイダー取引規制を見直すための第2回ワーキンググル・一一一一…Sプに

おいて、経団連や目本証券業協会は、情報漏洩規制が行き過ぎると通常業務に
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支障がでると牽制している（『日本経済新聞』2012年9月25日）。こんな状態で

はインサイダー取引がなくなるとは到底思えない。彼らは自分たちがインサイ

ダーである限り、心の底ではインサイダ・一一一一…S取引が犯罪などではなく、そもそも

悪いことだとは思っていないからである。

　証券市場におけるインサイダー取引とは問題の性格が異なるが、イギリスの

LIBOR（London　Inter－Bank　Offered　Rateロンドン銀行間取引金利）の不

正操作疑惑についても同じことがいえるであろう。

　しかし、なけなしの退職金を運用するようなゴミとかクズといわれている一

般の個人投資家にこうした未公開情報が伝わってくることだけは絶対にない。

一般の個人投資家は高速コンピューター取引から疎外されているのみならずイ

ンサイダー取引からも疎外されている。庶民にとってパチンコや競馬と同じ刹

那的な射幸心を充足させるという自己満足以外には証券取引市場に参入する意

味はないと思われる。しょせんは証券会社に売買手数料を搾取されるだけの存

在にすぎないからだ。こうした人々がタックス・ヘイブンを経由して脱税や節

税を試みる可能性はゼロとはいえないにせよ現実的な効果があるとは思えない。

脱法的な資金運用を試みるとしても信頼に足る代理人を見つけるのは至難の技

だからである。せいぜいのところ詐欺に引っかかるのが関の山といえよう。

（7）経済学とは何か

　政治学や哲学の立場から、近代経済学の理論言語ともいえる数学を駆使した

数理経済学という秘教的世界の境界線を越えて経済学を論じることはきわめて

難しい。それが、かつて一世を風靡したマルクス経済学との大きな違いといえ

よう。本質的な理解という点では必ずしも決して容易であるとはいえなかった

にせよ、『資本論』にせよ宇野弘蔵の原理論にせよ、経済学者でなくとも政治

学者でも哲学者でも何とかアクセスすることは可能だった。というよりも、む

しろマルクス経済学は弁証法的唯物論という哲学を基礎にする一方、唯物史観

という歴史学を基礎にするものと考えられていた。その階級闘争史観は本質的

な意味において政治学を内包すると考えられていた。マルクス経済学は哲学や

歴史学といった人文科学的知識なくしては理解できないとされてきたのである。

マルクス経済学と政治学や哲学は同じ日常言語を基礎にしたものであり、その

関係も親和的なものだった。

　しかし数理経済学の世界はそうではなかった。政治学や哲学の立場からいく

ら批判を試みても、それが数理経済学として説得力を持つ論証がなされないか

ぎり有効な批判が成立しなかったからだ。政治学や哲学にとって近代経済学

（これにはケインズ学派も新古典派も含まれる）は自分たちの外部に存在する
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ものであった。本質的な意味でのコミュニケーションが成立不可能な領域と考

えられてきたのである。

　このようなディスコミュニケーションの壁を、ある意味ではいともかんたん

に乗り越えてしまったのが、安富歩の『生きるための経済学』（NHK出版、

2008年）である。安富は主流派経済学が唱える市場経済理論の非科学性を論証

しようとした。

　安富によると、標準的な市場経済理論は、第一に人々は実行可能な範囲内か

らもっとも望ましい消費を選択するという最適化原理と、第二に財の価格は需

要量と供給量が等しくなるまで調整されるという均衡原理の二つの原理に基づ

いている。

　第一の最適化原理は、最適な財の選択には「計算に時間がかからない」とい

う仮定を暗黙の前提にしている。財2種類で4組の選択肢がある。だが財が50

種類になると1125兆を越える選択肢となる。こうなると1秒で1組数え上げて

いっても数え終わるには3570万年かかる。これを「組み合わせ爆発」ないし

「計算量爆発」という。だから無限の速度で計算できると仮定しない限り、こ

うした選択は不可能である。いうまでもなく計算も物理的過程である以上物理

法則を破れない。相対性理論が示したように真空中の光速を超える速度はあり

えない。いかなる計算手続きも、それに必要な伝達速度が光速を超えることは

ありえないので、無限の速度の計算は実現できない。

　第二の均衡原理も次のような理由で成立しない。仮に個々人が無限の速度で

計算を行って最適な選択ができるとしても、各人の決定した需要供給計画をと

りまとめて、その不均衡に従って新しい価格表を作り、あらためて各人に提示

して需給を決定してもらう、という過程をえんえんと繰り返すことで、均衡価

格を模索するという過程を実現するには、どうしても情報の交換が必要となる。

ところが、この均衡原理では、初期資源の分布が変化させることなく、エネル

ギーや物質を移動させることを実現しなければならない。だが、熱力学第二法

則が示すように、現実の世界では情報の交換にはエネルギーの消費や物質の移

動が不可欠である。しかも均衡価格を探しだすために必要な情報交換の量は半

端ではない。それゆえ情報交換にはエネルギー消費も物質の移動も生じないと

仮定しない限り、均衡価格の決定などあり得ない。だが、その仮定は熱力学第

二法則を否定することになる。

　このようにして、安富は、標準的な市場経済理論が相対性理論・熱力学第二

法則・因果律という物理学の根本法則を破っているがゆえに、じつは荒唐無稽

な非科学的理論であると断罪した。

　さらに安富は、こうした批判に対して新自由主義のイデオローグであるミル
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トン・フリードマンが展開した「道具主義」と呼ばれる反論を姐上に載せる。

フリードマンによれば、玉突きの名人は物理学の数理的公式を知らなくても、

玉突きに関する物理法則を物理学者の扱い得ないような範囲まで詳細に理解し、

それに反しないように行動するからこそ、球を自在に操ることができる、とい

う。それと同じように、企業も、あたかも利潤の合理的な最大化を追求し、か

つまたその企てに成功するために必要なデータを熟知しているかのように行動

する。

　安富は、フリードマンがたてたこの仮説のように、経済現象という物理過程

のうち、経済学の認識にかかわらない部分は隠蔽するというのであれば、それ

は科学ではなく、都合の悪い物理過程を隠蔽して成立した錬金術（alchemy）

と同じことになると批判する。ならば経済学はエコノミックスという名前を捨

てて、アルケノミックスとでも改称したほうがよいという。

　こうしたことを前提として、安富はフリードマンが新自由主義的信条の核心

にすえた「選択の自由」を批判し、その前提となる合理的個人の不条理性を問

題とした。安富は日本ではほとんど知られることのなかったカリフォルニア州

立大学サンタ・バーバラ校の哲学教授ハーバート・フィンガレットの倫理学を

紹介することで、西欧的な自由と自我の限界にまで議論を進めていき、その根

底にあると考えるプロテスタンティズムの世界観と近代的合理主義を批判する。

その一方で、安富はマイケル・ポラニーの『暗黙知の次元　言語から非言語へ』

（紀伊国屋書店、1980年、原著The　Tacil　Dimension、1966年）を高く評価する。

そしてポラニーのいう「創発」（emergence）を、合理的な個人による選択の自

由に代わるポスト・クリティカルな思想的次元として提起する。創発とは、分

析不可能な暗黙の次元に属する過程である。安富によれば、なすべきことは創

発を分析することではない。創発を信じた上で、具体的な創発の過程に「住み

込み」（dwe11）、感じることで理解することである。また創発を阻害するもの

について分析し、それを取り除く道を探ることである。

　安富は、アダム・スミスの経済学はネクロフィリア・エコノミックス

（necrophiiia　economics）「死に魅入られた経済学」だという。人間を経済人

（homo　economics）という自動人形に貝乏め、その自尊心と自立心を奪い、外部

の力（神の見えざる手）に打ちのめされた存在であると思い込ませる思想であり、

生きた人間のその生を憎み、動く死体として取り扱う思想である。経済人の出

発点には自己嫌悪があり、そこから自己欺隔が生まれる。そして虚栄と利己心

に基づいて選択の自由が行使されることにより、人々の問には最適な均衡が生

まれるとする。だが、これは人間の生命のダイナミクスを生かす経済学ではな

い。
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　「現代の経済学は、虚栄のために奔走する利己的主体を基盤とし、そこから

生じる依存症的生産消費活動を「正常」な経済活動とみなし、その帰結である

経済発展を望ましいものと肯定している。このような学問は、その創始者たる

スミスの衣鉢を継いでおり、それゆえ、ネクロ経済学というにふさわしい。い

や、それどころか、その死へと向かう傾向は、20世紀後半以降の数理化の進展

により、さらに深刻になったということができる」（本書、pp　235－236）。

　これに対して生を愛好する経済学ビオフィリア・エコノミックス（biophiiia

economics）は、自愛を出発点におく。自分自身を嫌悪せず、自らを愛する者

は自分自身であり続ける。そうする者は虚栄には反応しない。自分自身である

者は、何をするかは自分で決める。自分自身の内なる声に耳を傾ける者は、独

者ではない。内なる声には周囲の状況への対処がすでに含まれているからであ

る。自律は自立である。自立とは他者に依存しないということではない。多数

の他者に依存できる状態をいう。いつでも頼れる人が100人ほどいれば、誰に

も隷属しないでいられる。そのような豊かなネットワークを持つ人こそが、自

立した人々である。自愛が溢れる人であれば、生命を肯定する人々を惹きつけ

て、豊かなネットワークを作ることができる。

　自立した人間には積極的な自由がある。こうした自由を実現したならば、そ

の人の思考、行為、コミュニケーションには、創発が満ち溢れる。人々のあい

だに創発の連鎖がおこれば、人と人とのあいだ、人と生態系のあいだに調和が

生まれる。こうして展開される創発的コミュニケーションを通して価値が生み

出され、それが人々に分配される。これがビオフィリア・エコノミーである。

このようにして安富の経済学（批判）は彼独自の経済哲学を導くものとなった

のである。経済学から哲学や倫理学さらには政治学にも懸け橋が架けられたと

いってもよいだろう。もちろん安富の主張が論証されたわけではまだない。だ

が今度は哲学や政治学から経済学に懸け橋を架ける番となることはまちがいな

い。

おわりに

　それではポスト・グローバル時代のデモクラシーとは一体どう考えればよい

のであろうか。これについては、私たちのあいだでもまだ十分には議論されつ

くされてはいない。もちろん各人各様に個々の具体的問題に焦点を絞りつつ考

察は続けている。それにもかかわらず一・定の共通理解にまで到達したとはまだ

到底いいがたい。デモスとは市民なのか、住民なのか、民衆なのか、群衆なの

か、主役なのか、観客なのか、生産者なのか、消費者なのか、じつは各人の考

える文脈に従って、そのつど定義は揺れ動いている。



20　　　木寸」±イ言一良K

　だが、まだ漠然としたものだが、デモクラシーをオクロクラシー（衆愚政治）

と同一視してはならないという禁則のようなものは、私たちの議論の暗黙の前

提としてあるように思われる。まずは、こうした認識を前提として、さらに議

論を深めていきたいと考える。（2012年9．月28日脱稿）


